
 

 

別 表 ４ 

指定居宅介護支援事業者の指定に係る申請書類 

公開しないことと決定した部分  

分 類 及 び 説 明 

 

文書の名称又は記載されている主な情報 上記のうち、異議申立ての対象となる部分 

 

［公開しないことと決定した部分］ 

 左欄の文書のうち、次の情報が記載された

部分 

・ 管理者の「住所」 

・ 介護支援専門員の「氏名」（管理者と同じ

場合を除く。）、「住所」、「生年月日」、及び

「介護支援専門員番号（これに類するもの

を含む。）」 

・ 法人の代表者の印影 

 

 

申請書及び付表 

 

 

・ 指定居宅介護支援事業者の指定を

受けるための申請書及びその付表。 

・ 介護支援専門員実務研修の修了証

明書又は介護支援専門員実務研修受

講試験に合格したことを証する通知

文が添付されている。 

 

 

① 申請書 

・ 事業所の名称及び所在地 

・ 申請者の名称及び主たる事務所の所在地

並びにその代表者の氏名及び住所 

・ 事業開始予定年月日 

・ 事業所の管理者の氏名及び住所 

・ 事業開始時の利用者の推定数 

・ 介護支援専門員の人数（専従・兼務、常

勤・非常勤の別） 

・ 主な掲示事項（営業日、営業時間、通常

の事業実施地域など） 

・ 申請者である法人の代表者の印影 

② 付表「当該事業所に勤務する介護支援専門

員一覧」 

 ・ 介護支援専門員の氏名 

 ・ 介護支援専門員番号 

 ・ 修了証明書交付元 

③ 介護支援専門員実務研修の修了証明書又は

介護支援専門員実務研修受講試験に合格した

ことを証する通知文 

 ・ 介護支援専門員の氏名、生年月日、住所、

介護支援専門員番号（これに類するものを

含む。） 

 ・ 証明者の名称及びその代表者の印影 

 ・ 申請者である法人の代表者の印影 

 

 

［異議申立ての対象となる部分］ 

 上記のうち、次の情報が記載された部分 

・ 介護支援専門員の「氏名」、「生年月日」、

及び「介護支援専門員番号（これに類する

ものを含む。）」 

 

 

 

［公開しないことと決定した部分］ 

 左欄の文書のうち、次の情報が記載された

部分 

・ 管理者の「生年月日」、「住所」、「電話番

号」、「主な職歴等のうち、過去の職歴に係

る勤務先、職務内容及び年月に関する部分」

及び「取得資格の種類、取得年月及び登録

番号」 

 

 

事業所の管理者

経歴書 

 

 

・ 介護保険法施行規則（平成１２年

３月厚生省令第２５号による改正前

の施行規則）（以下この表において

「施行規則」という。）第１３２条第

６号の「事業所の管理者の氏名、経

歴及び住所」を記載したものとして

提出が義務付けられている書類。 

 

 

・ 管理者の氏名、生年月日、住所、電話番号、

主な職歴等、職務に関連する資格として記載

された資格の種類、その取得年月及び登録番

号等 

 

［異議申立ての対象となる部分］ 

 上記のうち、次の情報が記載された部分 

・ 管理者の「生年月日」、「主な職歴等のう

ち、過去の職歴に係る勤務先、職務内容及

び年月に関する部分」及び「取得資格の種

類、取得年月及び登録番号」 



 

 

公開しないことと決定した部分  

分 類 及 び 説 明 

 

文書の名称又は記載されている主な情報 上記のうち、異議申立ての対象となる部分 

 

［公開しないことと決定した部分］ 

 左欄の文書のうち、次の情報が記載された

部分 

・ 介護支援専門員及び事務員の「氏名」 

 

 

従業者の勤務の

体制及び勤務形

態一覧表 

 

 

・ 施行規則第１３２条第１０号の「当

該申請に係る事業に係る従業者の勤

務の体制及び勤務形態」を記載した

書類として提出が義務付けられてい

るもの。 

・ 平成１２年４月分の日々の従業者

の勤務体制等が表形式で記載されて

いる。 

 

 

・ 管理者、介護支援専門員及び事務員の職種

とそれぞれの従業者の氏名 

・ 各人ごとの勤務形態（常勤で専従、常勤で

兼務、常勤以外で専従、常勤以外で兼務の別） 

 

 

［異議申立ての対象となる部分］ 

 なし 

 

［公開しないことと決定した部分］ 

 左欄の文書のうち、次の情報が記載された

部分 

・ 介護支援専門員及び事務員の「氏名」 

 

 

事業所の組織体

制図 

 

 

 

 

・ 実施機関が事業所の組織体制を把

握するため、施行規則第１３２条第

１３号の規定に基づき「その他指定

に関し必要と認める事項」として提

出を求めた書類。 

・ 事業所の組織体制を図式化したも

の。 

 

・ 管理者、介護支援専門員及び事務員の氏名 

 

［異議申立ての対象となる部分］ 

 上記公開しないことと決定した部分 

 

 

事業所の平面図 

 

 

・ 施行規則第１３２条第５号の規定

に基づき提出が義務付けられている

書類。 

 

・ 事業所の平面図（事業所の写真添付） 

 

［公開しないことと決定した部分］ 

 なし 

 

運営規程 

 

・ 施行規則第１３２条第８号の規定

に基づき提出が義務付けられている

指定居宅介護支援事業に係る運営規

程。 

 

・ 事業の目的、運営方針 

・ 職員の職種、員数及び職務内容 

・ 営業日及び営業時間 

・ 居宅介護支援の提供方法 

・ 居宅介護支援の内容 

・ 利用料等 

・ 通常の事業の実施地域 

 

 

［公開しないことと決定した部分］ 

 なし 

 

 

 

 

 

 

 

［公開しないことと決定した部分］ 

 左欄の文書のうち、次の情報が記載された

部分 

・ 担当者である介護支援専門員の「氏名」 

 

 

利用者からの苦

情を処理するた

めに講ずる措置

の概要 

 

・ 施行規則第１３２条第９号の規定

に基づき提出が義務付けられている

書類。 

 

・ 措置の概要 

・ 担当者である介護支援専門員の氏名 

 

 

［異議申立ての対象となる部分］ 

 上記公開しないことと決定した部分 

 



 

 

公開しないことと決定した部分  

分 類 及 び 説 明 

 

文書の名称又は記載されている主な情報 上記のうち、異議申立ての対象となる部分 

 

［公開しないことと決定した部分］ 

 左欄の文書のうち、次の情報が記載された

部分（大阪府情報公開条例第１７条の規定に

より左欄の文書の公開に反対の意思を表示し

た書面を提出した事業者に係るものに限る。） 

・ 「事業の内容」 

・ 「事業実施の予定時期（期間）」 

・ 「利用者の推定数及び通常の事業地域内

外比率」 

 

 

事業計画書 

 

・ 実施機関が、申請者が厚生省令で

ある「指定居宅介護支援等の事業の

人員及び運営に関する基準」（以下こ

の表において「指定居宅介護支援人

員等基準」という。）に従って適正な

指定居宅介護支援の事業を行えるか

どうかを把握するために施行規則第

１３２条第１３号の規定に基づき提

出を求めた書類。 

・ 平成１２年度における指定居宅介

護支援の事業に係る事業計画の内容

が、右記の各項目別に記載されてい

る。 

 

 

・ 「事業の内容」 

・ 「事業実施の予定時期（期間）」 

・ 「従業者等の予定人員」 

・ 「利用者の推定数及び通常の事業地域内外

比率」 

 

 

［異議申立ての対象となる部分］ 

 上記公開しないことと決定した部分 

 

 

［公開しないことと決定した部分］ 

 左欄の文書のうち、次の情報が記載された

部分（大阪府情報公開条例第１７条の規定に

より左欄の文書の公開に反対の意思を表示し

た書面を提出した事業者に係るものに限る。） 

・ 項目及び合計欄に記載された情報 

 

収支予算書 

 

・ 実施機関が、申請者が「指定居宅

介護支援人員等基準」に従って適正

な指定居宅介護支援の事業が行える

かどうかを把握するために施行規則

第 １３２条第１３号の規定に基づ

き提出を求めた書類。 

・ 平成１２年度における指定居宅介

護支援の事業に係る収支予算が収

入、支出別に記載されている。 

 

 

・ 収入、支出別の項目名及び各項目ごとの具

体的な金額（申請者によっては、これらに加

え、各金額の内訳や詳細な説明が記載されて

いる。） 

 

 

 

 

 

 

 

［異議申立ての対象となる部分］ 

 上記公開しないことと決定した部分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

公開しないことと決定した部分  

分 類 及 び 説 明 

 

文書の名称又は記載されている主な情報 上記のうち、異議申立ての対象となる部分 

 

［公開しないことと決定した部分］ 

 左欄の文書のうち、次の情報が記載された

部分 

・ 資本金が１億円以下の株式会社である事

業者に係る貸借対照表に記載された情報の

うち、「流動資産」、「固定資産」、「資産合計」、

「流動負債」、「固定負債」、「負債合計」、「資

本金」、「剰余金」、「当期利益」、「資本合計」

及び「負債・資本合計」の金額を除く部分 

・ 当該事業者に係る利益処分計算書及び勘

定科目内訳書 

・ 法人の代表者の印影 

 

 

当該申請に係る

事業に係る資産

の状況を表す資

料等 

 

 

・ 施行規則第１３２条第１１号の「当

該申請に係る事業に係る資産の状

況」を表すものとして提出が義務付

けられている書類。 

・ 社会福祉法人である２法人につい

ては、平成１０年度末現在の財産目

録が提出されている。 

・ 株式会社である３法人については、

平成１０年度末現在の貸借対照表が

提出されている。 

・ 株式会社のうち２法人については、

貸借対照表に加え、平成１０年度の

損益計算書が提出され、このうち１

法人については、参考資料として平

成１０年度の利益処分計算書及び勘

定科目内訳書が提出されている。 

・ いずれの書類も、指定居宅介護支

援事業者としての指定を受ける以前

の事業活動に係るものであり、指定

居宅介護支援の事業に関する情報は

全く含まれていない。 

 

 

・ 財産目録 

・ 貸借対照表 

・ 損益計算書 

・ 利益処分計算書 

・ 勘定科目内訳書 

・ 申請者である法人の代表者の印影 

 

［異議申立ての対象となる部分］ 

 上記のうち、「法人の代表者の印影」を除く

部分 

 

 

［公開しないことと決定した部分］ 

 左欄の文書のうち、次の情報が記載された

部分 

・ 法人の代表者及び理事等の印影 

・ 議事録の陪席者の氏名 

 

 

申請者の定款、

登記簿謄本、履

歴事項全部証明

書及び当該申請

者が指定居宅介

護支援の事業を

行うことを決定

したことを証す

る議事録等 

 

・ 施行規則第１３２条第４号の「申

請者の定款、寄付行為等及びその登

記簿の謄本又は条例等」として提出

が義務付けられている書類。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 申請者の定款、登記簿謄本、履歴事項全部

証明書 

・ 当該申請者が指定居宅介護支援の事業を行

うことを決定したことを証する議事録等 

 

［異議申立ての対象となる部分］ 

 なし 

 

［公開しないことと決定した部分］ 

 左欄の文書のうち、次の情報が記載された

部分 

・ 法人の代表者の印影 

 

 

賠償責任保険証

券等 

 

・ 損害賠償が発生したときの対応方

法を明らかにする書類として、施行

規則第１３２条第１３号の規定に基

づき提出を求めた書類。 

 

 

・ 各法人が加入している損害賠償保険の保険

証券等 

 

［異議申立ての対象となる部分］ 

 なし 

 

 

 



 

 

公開しないことと決定した部分  

分 類 及 び 説 明 

 

文書の名称又は記載されている主な情報 上記のうち、異議申立ての対象となる部分 

 

関係市町村並び

に他の保健医療

サービス及び福

祉サービスの提

供主体との連携

の内容 

 

 

・ 施行規則第１３２条第１２号の規定

に基づき提出が義務付けられている

書類。 

 

・ 関係市町村並びに他の保健医療・福祉サー

ビスの提供主体との連携の内容 

 

［公開しないことと決定した部分］ 

 なし 

 

 

 

 


